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抄 録

1. はじめに

　一昨年末、某メガバンクから経済産業省に出向し

ていた方と、飲み会をしたとき、こんなことを言わ

れた。「韓国特許庁が破産した企業の特許を評価し

て買い取る制度を始めている。日本特許庁もそのよ

うにしてもらえるとありがたい。」

　破産した企業が特許権を持っていると、その財産

も含めて清算の対象となり、基本特許となるような

有用な特許も死滅する可能性もあることから、それ

らを国が評価して移転を仲介したりするなどすれば、

知的財産の流出も防ぐことができる。

　恥ずかしながら、そのときは、あまりその有用性

についてピンと来ず、少しづつ本件についての問題

意識を忘れていった。ところが、1年ほどたち、韓

国の情報を耳にする機会があり、調べてみると破産

時だけでなく、特許権の価値を評価をすることに

よって、融資などが受けられる制度が広がりを見せ

ていることを知って、驚いた。

　韓国特許庁が公表した情報では、IP金融規模額

の推移は、（2021年）6兆90億ウォン（約6800億円）

→（ 2022年）7兆7,835億ウォン（約8800億円）→

（2023年）9兆6,100億ウォン（約1兆1千億円）1）と

急速に拡大しているではないか2）。

　改めて、この情報に触れて、調査してみた。しか

しながら、日本で知財の価値評価をしている方に聞

いても、担当部署などの資料を見ても、韓国でIP

（ Intellectual Property：知的資産）を評価して融資

や投資などが行われ、そしてその市場が広がってい

ることは、書かれておらず、もしかしたら、韓国の

状況は意外と知られていないのではと思い、情報共

有も兼ねて寄稿することにした。

　審査官による審査を経て付与される特許権。この権利を有することで金融機関からの融資や
投資家からの投資を受けることができれば、日本経済の発展に重要なカギと期待され、現在政
府が支援に力を入れているスタートアップなどの経営基盤が強化される。そしてさらなる経営
基盤強化のために次の発明や特許出願がなされ、それがさらに金銭的価値を生むといった経済
の好循環につながる可能性がある。日本でも知財金融事業を実施しているが、隣国の韓国でも、
特許権の価値を評価して融資が行われる知財金融の様々な取組が推進されている。韓国の知財
金融についての情報はまだまだ少ないことから、その概要を紹介し、日本での取組の参考にな
れば幸いと思い、記事を寄稿した。
　この活動は、特許庁デザイン経営プロジェクトの活動の一環として、中小企業を金融面から
支援するため、「非財務情報」の効果測定方法に着目し、韓国の特許分析評価システム及び知
財金融について調査研究を行ったもの。

審査第二部医療機器　　近藤 裕之
審査第四部電気機器　　田中 晃洋

日本貿易振興機構（JETRO）ソウル事務所　　大塚 裕一

寄稿

知財を担保に融資や投資
─韓国及び日本の知財金融制度のご紹介─

1）2024年6月7日時点の為替レート　1ウォン＝0.1134円で計算

2）ジェトロ・ソウル事務所「2023年IP金融規模が10兆ウォン目前…企業の資金調達に大きく貢献」（2024年3月25日）
　 https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2024/240325.html
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れる中で、企業がビジネス機会を見出していく上で

は、新たなアイディアに投資していく等といった無

形資産投資を増加させていくことは重要であるとし、

我が国を含めたアジア諸国の企業価値に占める無形

資産の割合が比較的低いため、同割合を高めていく

ことで企業としての存在感を打ち出していくことが

重要であることが示唆されている4）（図1）。

　また、岸田前総理が最重要経済政策の一つとして

進めた「新しい資本主義」においても、その実現本

部が公表する「新しい資本主義のグランドデザイン

　なお、この活動は、特許庁デザイン経営プロジェ

クトの活動3）の一環として、中小企業を金融面から

支援するため、「非財務情報」の効果測定方法に着目

し、韓国の特許分析評価システム及び知財金融につ

いて調査研究を行ったもの。

2. 知財・無形資産への投資の重要性

　2022（令和4）年版の通商白書には、新興技術に

関連する市場の規模が急激に拡大することが見込ま

3）�特許庁では、ユーザーの利便性や満足度の高い知財政策・行政サービスを提供するため、2018年にデザイン経営プロジェクトを開始し
た。同プロジェクトの中小企業支援チームでは、ネーミングに着目した商標制度の普及啓発やデザイン経営と知財活動の一体的な推進
など、中小企業支援を目的とした活動に取り組んでいる。

　 特許庁デザイン経営プロジェクト　https://www.jpo.go.jp/introduction/soshiki/design_keiei/index.html

4）「令和4年版通商白書」p.350〜351　 https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2022/pdf/2022_zentai.pdf

図 1　各国の企業価値に占める無形資産と有形資産の割合
出典：「令和 4 年版  通商白書」（経済産業省）350～351 ページ（https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2022/pdf/2022_zentai.pdf 
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資料：Elsten & Hill (2017) に基づき経済産業省にて作成



45 tokugikon  2024.9.27. no.314

寄
稿

知
財
を
担
保
に
融
資
や
投
資 

─
韓
国
及
び
日
本
の
知
財
金
融
制
度
の
ご
紹
介
─

3. 韓国の知的財産概況

　まず、韓国の知的財産の概況について紹介する。

（1）韓国の特許出願件数とその内訳
　韓国の特許出願は、トレンドとしては微増してい

る状況であり 11）（図2）、韓国特許庁としては2030

年には特許出願数で日本を超える展望を出している

（図3）12）。また、韓国では、意匠出願は日本の約1.9

倍（ 2023年）13）、商標出願は日本の約1.5倍（ 2022

年）14）ほど多い状況となっている。人口が日本の約

半分であることから考えると、出願が日本より旺盛

であるといえる。

及び実行計画 2023改訂版」で、「アイディアが実用

化されるスピードが速く、新たな技術が高速でアッ

プデートされ続けるDX・GX時代には、競争力の源

泉は、従来型の機械設備等のモノではなく、モノよ

りコト、有形資産より無形資産が重要になってい

る。そのような時代においては、創造的なイノベー

ションと経済成長は、人の力が最大限発揮されるこ

とによってもたらされる 5）。企業のノウハウや顧客

基盤等の知財・無形資産を含む事業全体を担保に資

金調達できる法制度（「事業成長担保権」）を検討し、

早期の法案提出を目指す 6）」とされ、2024年通常国

会に「事業性融資の推進等に関する法律案」が提出

され成立7）した。

　加えて、2024年6月4日に決定された「知的財産

推進計画2024」8）においても、知財・無形資産を含

む融資の推進9）を進めることとされ、産業構造審議

会のイノベーション小委員会における「イノベー

ション小委員会中間とりまとめ〜イノベーションの

実現に向けた政策の方向性について〜」（ 2024年6

月）でも、知財を使用する権利を許諾するライセン

スの促進という観点から、企業等が自ら保有する知

的財産（知財）の価値を把握できていないケースも

多く、個々の企業や大学等単位では技術の流動化に

至らないことが多いため、企業等が持つ知財を値付

けして企業等から購入し、その知財を効果的に活用

できる第3者にライセシングする「知財ファンド」の

活動を通じて、技術の流動化を促進していくことと

されている 10）ことからも、知財・無形資産への注目

は高まっているといえる状況にある。

 5）「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023改訂版」p.4
 　 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/pdf/ap2023.pdf

 6）前掲注5 p.51

 7）閣法 第213回国会 57 事業性融資の推進等に関する法律案
　 https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DDBF52.htm
 　 法律条文案　https://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g21309057.htm

 8）知的財産推進計画2024　https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/chitekizaisan2024/pdf/siryou2.pdf

 9）前掲注8 p.12

10）�産業構造審議会 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会「イノベーション小委員会中間とりまとめ〜イノベーションの実現に向
けた政策の方向性について〜」p.10

　  https://www.meti.go.jp/press/2024/06/20240621004/20240621004-2.pdf#page=10

11）特許庁「特許行政年次報告書2024年版」（2024年7月29日）p.8
　  https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/index/all.pdf

12）ジェトロ・ソウル事務所「特許出願世界第3位に向けた韓国政府の野望？ 」（2022年10月12日）
　  https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/article/8e1682f3ffbee123.html

13）前掲注11 p.21

14）前掲注11 p.30

図 2　韓国特許庁における特許出願構造
出典：「特許行政年次報書 2024 年版」（特許庁）8 ページ

（https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/
index/all.pdf）

（備考）・国別内訳は下記資料の定義に従っている。
（資料）・�KIPO�Annual� Report� 2022及びKIPO提供資料（2023年暫定値）を基に

特許庁作成。
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などの出願が増加しており 15）、第2次ベンチャー

ブームが起こっているようである（図7）15）。ジェト

ロ・ソウル事務所は、この要因は、韓国政府が、IP

金融、第2次ベンチャーブームの実現など、知的財

　そして、韓国の出願構造の大きな特徴は、個人や

大学、中小企業の出願が7割以上であり（図4）15）、

日本の大企業が8割と大きく異なっている（図5）16）。

　また、韓国では、図6に示すように中小ベンチャー

図 3　韓国特許庁による特許出願量の展望
出典：日本貿易振興機構（ジェトロ）ウェブサイト（https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/article/8e1682f3ffbee123.html）

図 6　韓国の 2020 年比 2021 年の出願人類型別の出願（件 / 増加率）
出典：日本貿易振興機構（ジェトロ）ウェブサイト（https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2021/210714a.html）

15）ジェトロ・ソウル事務所「上半期の知的財産出願12.3％増、2021年に初めて60万件を突破する見通し」（2021年7月14日）
　　https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2021/210714a.html

16）前掲注11 p.50　https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2023/document/index/0103.pdf

図4　韓国特許庁の2021年における出願類型別割合
出典：日本貿易振興機構（ジェトロ）ウェブサイト

（https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2021/210714a.
html）

図5　�日本における特許出願件数に占める中小企業の割合
出典：「特許行政年次報書　2024 年版」（特許庁）50 ページ

（https://www.jpo.go.jp/resources/report/nenji/2024/document/
index/all.pdf）
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年間年平均26.5％増加し、IP金融市場が毎年成長

を続けている分析結果を発表した。IP金融市場は、

企業が保有する知的財産を基に下記の金融（①担保

融資、②投資、③保証など）により資金を調達する

ことをいう。

　また、韓国特許庁の産業財産政策協調は「企業は

知財に潜んでいる未来価値をIP金融を通じて現実

化していけると思う」とし、「今後も特許庁は強い知

財を持つ企業がIP金融制度を活用して資金を円滑

に調達し、持続的な成長を実現できるよう手厚くサ

ポートしていく」と述べており、今後もIP金融規模

が拡大していくことが予想される17）。

産の競争力を確保するとともに、ベンチャー企業を

集中的に育成するために、さまざまな支援政策を推

進してきたためと分析している。

　その結果、減少傾向であった知的財産の出願が

2017年を基点に増加傾向に転換され、増加幅も毎

年拡大されるなど、知的財産の活動が急激に反騰す

る様相を見せている。

4. 韓国知財金融の概要

（1）韓国の IP 金融の現状
　韓国特許庁は、2023年のIP金融規模は、ここ3

図 7　韓国の第 1・2 次ベンチャーブームと知的財産の出願動向
出典：日本貿易振興機構（ジェトロ）ウェブサイト（https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2021/210714a.html）

17）ジェトロ・ソウル事務所「2023年IP金融規模が10兆ウォン目前…企業の資金調達に大きく貢献」（2024年3月25日）
　　https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2024/240325.html

①IP担保融資 銀行が企業に知的財産を担保に融資。
信用格付けが高くない非優良企業（ BB+以下）に対するIP担保融資の割合は全体の
84.16％を占め、IP担保融資が強い技術力を持つ低信用企業にとって重要な資金供
給の役割を担っている。

②IP投資 投資機関が優れた知的財産を保有する企業に対し投資。
政府が韓国母胎ファンドを使ってIP投資ファンドの基盤を構築し、キャピタルなど
民間投資機関と緊密に協力して投資する企業を拡大することでIP投資が企業成長の
呼び水になると期待される。
韓国母胎ファンド：韓国政府が中小・ベンチャー企業の育成を目的に直接企業に投
資せず、予めファンドを作っておいて、ベンチャーキャピタルに出資する方法でベン
チャー企業に対し支援を行う方法。

③IP保証 企業の知的財産について保証書を発行し、銀行が融資を実行。
IP担保融資を受けることが難しい環境にあるスタートアップなどにとって有効な資金
調達の手法として機能している。
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　韓国特許庁の知財金融についての概要は、「 2023

年度特許庁 知的財産支援施策」19）に掲載されてお

り、JETROソウルにより日本語で翻訳したものが

公開されているので紹介する。「知的財産共済」、

「 IP担保貸付の回収支援」、「 IP金融連携評価の支

援」、「IP直接投資及びIP企業投資」と、主に4つの

施策がある。

　それぞれについて紹介する。

　なお、担当課や機関・運用会社等は、2023年度

のものである。

（3）知的財産共済
○事業概要
　企業間の相互扶助に基づいた共済制度から、中

小・中堅企業の知的財産に関わる負担を分散・軽減

し、経営安定の土台を構築。

○加入資格
　中小・中堅企業

○事業構造
　図8

（2）韓国特許庁 知的財産支援施策
　上記したように、破産した企業が有用な特許を有

していて、その利用ができなくなるとすれば、大き

な損失であることから、韓国特許庁は、2017年から

破産企業が保有するIPを取引するモデル事業を推

進してきており、韓国特許庁の知的財産専門人材

（特許取引専門官）を通じてIPを売却する成果を挙

げてきている。そして、2019年の時点で、すでに韓

国特許庁とソウル回生法院は、このようなモデル事

業の成果を基盤に、知的財産専門人材による破産企

業のIPの取引および活用の必要性に認識を共にし

ており、ソウル回生法院が破産企業のIPの現状な

ど、取引に必要な情報を韓国特許庁に提供すれば、

韓国特許庁は専門人材を活用して破産企業のIPに

対する需要企業の発掘および価値評価を行うこと

で、IPが効率的に取引できるように支援することに

なるとして、破産企業が保有するIPの取引を促進

するための方策を策定するとともに、破産企業が保

有するIPの活用に向けて制度および認識の改善な

どで、協力を拡大していく、としていた18）。

18）ジェトロ・ソウル事務所「破産企業の優秀な知的財産、活用の場設けられる」（2019年6月5日）
　　https://www.jetro.go.jp/world/asia/kr/ip/ipnews/2019/a0e17a248f2c0fb0.html

19）「2023年度 特許庁 知的財産支援施策」p.71〜80　https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf

図 8　知的財産共催の運営体制
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）72 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

※ 政府は制度を早期に定着させるために事業運営費と法制度を支援し、技術保証基金（知識財産共済部）の管理・監督を

実施

知的財産共済の運営体制

特特許許庁庁

共共済済事事業業部部
（（技技術術保保証証基基金金））

スステテーーククホホルルダダーー共共済済加加入入者者

委委託託機機関関選選定定
事事業業管管理理・・監監督督
事事業業予予算算出出捐捐

事事業業推推進進のの流流れれ

中小・中堅企業 訴訟代理人、弁理士等

① 契約締結及び納入
③ 共済貸付の申込
⑥ 貸付金分割返済

事実関係確認
（書類審査等）

共済金貸付

貸付事由発生
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失の最大50％）で担保IPを買い取る

○支援対象
　IP担保貸付を実行＊してから、企業の債務不履行

により回収支援機関に対して担保IPを買い取るこ

とを依頼した金融機関

＊�事業専任機関（韓国発明振興会）と協約を締結、

回収支援機関による事前IP評価分析を実施した

IP担保貸付に限る

○支援内容
　IP担保貸付企業に債務不履行が発生した際、事

前に約定された金額（最大50％の損失保全率を適

用）で銀行の担保IPを買い取る

・（事業専任機関）韓国発明振興会

・�（回収専門機関）インテレクチュアルディスカバ

リー（株）

○申し込みの流れ
　図10

○推進の流れ
　図9

　加入企業はいつでも募集している。

○商品案内
　�［ 掛金商品 ］加入時に納入掛金を選択し、毎月積

み金の形で掛金を積み立て、その元利金は共済契

約の解約時に一括支給（ 1企業当たり最大3件ま

で加入できる）

　・�（知的財産費用貸付）掛金納入から6ヵ月が経過

してから、貸付事由が発生した際はその費用を

掛金積立金の5倍以内で貸付、5年以内に分割

返済

　※�貸付時の適用金利：3.00％（市場金利に応じて

変更することがある）

　・�（経営者資金貸付）掛金納入から6ヵ月が経過し

てから、必要な際は積み立てられた掛金の90％

以内で貸付、期間は1年（延長又は借り換え可

能）

　※�貸付時の適用金利：4.50％（市場金利に応じて

変更することがある）

〇韓国特許庁予算
　40億ウォン（約4.5億円）1）

○担当課
　韓国特許庁 産業財産活用課

（4）IP 担保貸付の回収支援
○事業概要
　革新的な中小企業に対してIP担保貸付を拡大す

る目的で、元利金未返済等の債務不履行が発生した

際には担保IPを買い取ることで銀行の損失を軽減

○支援規模
　事前のIP評価分析を実施したIP担保貸付で不履

行が発生する場合、約定金額（貸付による銀行側損

図 9　知的財産共催  推進の流れ
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）72 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

加入

（契約締結）

‣

納入掛金

納入（月別）

‣

貸付事由

発生

‣

貸付申込

‣

貸付審査

及び承認

‣

貸付金返済

加入者↔

共済部
加入者 加入者 共済部 加入者

貸付事由：国内外の知的財産権出願、国内外の知的財産権に関わる審判・訴訟、知的財産の移転・事業化等

図 10　IP 担保貸付の回収支援  申し込みの流れ
出典：「2023年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）75ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/
movement/202212.pdf）

IP担保貸付の申込 企業↔協約した金融機関

▼

予備評価の依頼/意見送付 協約した金融機関↔回収専門機関

▼

IP価値評価の依頼/評価結果の提供
協約した金融機関→評価機関、
回収専門機関

▼

IP価値評価のレビュー 協約した金融機関↔回収専門機関

▼

IP担保貸付の実行 企業↔協約した金融機関

▼

債務不履行時の質権行使 企業↔協約した金融機関

▼

担保IPの売却 協約した金融機関→回収専門機関

▼

IP買取及び管理 回収専門機関

▼

IP取引（収益化、整理） 回収専門機関→IP需要者



50tokugikon  2024.9.27. no.314

可能）

　�（ 投資 ）評価費用1,500万ウォン以内で80％を支

援（最大10％P優遇による支援可能）

○支援対象
・�申込日時点で登録特許権を保有及び事業化して活

用している中小企業

○支援内容
・�韓国特許庁が指定した発明の評価機関から知的財

産の価値評価を行い、それを金融機関の投資・融

資の意思決定に活用できるよう、評価結果を提供

　（ 保証機関 ）技術保証基金、信用保証基金

　�（ 担保貸付機関 ）産業銀行、農協銀行、新韓銀行、

ウリ銀行、ハナ銀行、企業銀行、国民銀行、大邱

銀行、釜山銀行、慶南銀行

　�（ 投資機関 ）別途協約なしにVC、エンジェル投資

家等の投資機関に対応可能

○申し込みの流れ
　図12

○韓国特許庁予算
　107.5億ウォン（約12.2億円）1）

○担当課
　韓国特許庁 産業財産活用課

○推進日程
　随時申込、受付及び支援

・�担保IPの事前評価・分析（回収支援対象の該当有

無を判断、損失保全率を決定）

・�担保IPの買取・取引（収益化・整理）

〇韓国特許庁予算
　7.7億ウォン（約0.8億円）1）

○担当課
　韓国特許庁 産業財産活用課

（5）IP 金融連携評価の支援
○事業概要
　企業が保有する知的財産権に対する価値評価を行

い、そのIPをもとに保証・担保貸付・投資等の資金

調達ができるように評価費用を支援

○支援規模
・�「知的財産評価報告書」の作成費用の一部を支援

（付加税別途）

　�（ 保証 ）評価費用500万ウォンの60％を支援（40％

は保証機関負担）

　�（ 担保貸付 ）評価費用500万ウォンの50％を支援

（ 50％は銀行負担）（最大10％P優遇による支援

図 11　発明評価機関
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）77 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

発明評価機関

評価機関名 お問い合わせ 評価機関名 お問い合わせ

ナイスディーアンドビー 国民銀行

ナイス評価情報（株） 農協銀行

（株）ウィップス ウリ銀行

特許法人 技術保証基金

イークレダブル 信用保証基金

韓国建設生活環境試験研究院

（株）ケイティージー 韓国科学技術情報研究院

特許法人ダナ 韓国機械電気電子試験研究院

特許法人ダレ 韓国農業技術振興院

特許法人ドダム 韓国産業銀行

韓国評価データ 韓国化学融合試験研究院
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○支援対象
　�（ IP 直接投資分野 ）韓国の中小企業・大学・公共

研究機関の産業財産権を活用してライセンシング

等から受益を得ようとする中小・ベンチャー企業

　�（ IP 企業投資分野 ）技術価値評価又はIP価値評価

（発明の評価機関）を受けて特許技術事業化等を

推進しようとする中小・ベンチャー企業

○支援内容
　各子ファンド運用会社の自主的審議による投資金

を支援

※�2022年度の特許アカウント子ファンド組成分野

（各ファンドに4年間投資、8年間存続予定）

（6）IP 直接投資及び IP 企業投資
○事業概要
　特許等の知的財産に直接投資又は特許技術ベース

のイノベーション企業に投資して中小・ベンチャー

企業のイノベーション成長を促進（韓国の外部委託

型投信を通じたIPファンドの運営）

○支援規模
　各ファンド運用会社が自主的に投資候補企業向け

に審議を行い、投資可否及び投資規模を決定（企業

別の平均投資規模：約15億ウォン水準）

図 13　支援内容
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）79 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

∙ 各子ファンド運用会社の自主的審議による投資金を支援

※ 年度の特許アカウント子ファンド組成分野（各ファンドに 年間投資、 年間存続予定）

分野 組成規模（ 年末予定） 運用会社名

直接投資 憶ウォン
、

延世大学校技術持株

企業投資

特許技術事業化 憶ウォン
、

、

ベースの地域企業 憶ウォン 、

ベースのスタートアップ 憶ウォン

ソウル大学校技術持株、

（ ：忠南大学校技術持株）、

図 12　IP 金融連携評価の支援　申し込みの流れ
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）77 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

相談 申込人↔協約した金融機関/投資機関
▼

予備選定* 協約した金融機関/投資機関
▼

評価依頼書の送付 協約した金融機関/投資機関→評価機関
▼

評価相談 予備選定された申込人↔評価機関
▼

知的財産評価支援の申込 予備選定された申込人→特許庁（韓国発明振興会）
▼

評価費用支援の適格審査 特許庁（韓国発明振興会）
▼

知的財産価値評価 評価機関
▼

評価費用の支援 特許庁（韓国発明振興会）
▼

投資・融資可否の判断

*予備選定（協約銀行及び投資機関により）された申込人に限って評価支援申込が可能

協約した金融機関/投資機関
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①評価指標の確定
　�権利性（ 35％）……第三者との特許紛争において

独占排他的な地位を維持できる程度

　�技術性（ 35％）……技術動向と符合するか、ある

いは先導する程度

　�活用性（ 30％）……ビジネスに活用される程度及

び活用可能性

②評価要素
　�定量性……数値化することで測定可能な情報

　�客観性……誰もが真に認める情報

　�完全性……評価対象の全ての特許が有し得る情報

③国別要素
　�国家別の特許制度を考慮の上、評価要素を確定

　そして、評価結果は、図16に示されるような評価

報告書22）として示される。

　すなわち、韓国のSmart5を活用した知財金融は、

韓国特許庁を含む官庁がファンドに資金提供し、ベ

○ �2022 年度末組成（ 当時・予定 ）ファンドの運用会
社の連絡先

　図14

○推進日程
　年中募集

〇韓国特許庁予算
　なし

○担当課
　韓国特許庁 産業財産活用課

（7）SMART5
　知的財産の評価をする際、特許については、韓国

発明振興会が運用する「 SMART5 特許分析評価シ

ステム」20）によって評価される21）。

　評価モデルは、①評価指標の確定、②評価要素、

③国別要素という3つの要素からなっており、国ご

とに統計技法が異なるようである（図15）。

図 14　組成ファンドの運用会社の連絡先
出典：「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」（韓国特許庁）77 ページ

（https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf）

分野 運用会社名 電話番号 メール

直接投資
延世大学校技術持株

企業投資

特許技術

事業化

ベースの

地域企業

ベースの

スタートアップ

ソウル大学校技術持株

忠南大学校技術持株

上記運用会社以外に現在運営している 投資ファンド運用会社の連絡先は「特許庁（ ）〉政策 業

務 〉支援施策 〉知的財産権活用支援 〉優秀特許企業ベンチャー投資」から確認可能

20）特許分析評価システム サイト　 https://smart.kipa.org/main.do?lang=ja_JP

21）「SMART5 特許分析評価システム」　https://www.kipa.org/_res/kipa/etc/SMART5_JP.pdf

22）前掲注21 p.6
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図 15　特許評価モデリング
出典：「SMART5 特許分析評価システム」（韓国特許庁、韓国発明振興会）5 ページ（https://www.kipa.org/_res/kipa/etc/SMART5_JP.pdf）

図 16　評価報告書
出典：「SMART5 特許分析評価システム」（韓国特許庁、韓国発明振興会）5 ページ（https://www.kipa.org/_res/kipa/etc/SMART5_JP.pdf）

日本、米国、ヨーロッパ特許
評価モデル:多重化回帰分析統計技法

■	3つの評価指標を従属変数に置き、独立変数間の	
関係を分析する場合 
-	多重回帰分析は、Ｋ個の独立変数があるとき、下記の

評価モデルに対する有意性確認可能
Y=β0 + β1X1 + β2X2··· + βKXK + ε
-	多重回帰分析モデルは、学習セットで与えられたＸ、	

Ｙ集合を用いて、最適の独立変数係数βセット及び	
誤差εを生成 
-	これを用いて、実際評価で与えられた独立変数Ｘ	

(すなわち、評価要素集合)に対する結果Ｙ(すなわち、	
評価結果)を生成

評価モデル例(権利性評価)
権利性(Y)=0.251+0.3548x(独立項数)+	

0.7958x(請求項系列数)+ … +
0.8579x(海外ファミリー国家数)+ε 
⁎上記モデルは、任意に構成した仮想モデルです。

誤差 評価要素 評価指標

e1
[1.579]

[1]

[0.251]

無効審判棄却数

e2 独立項数

e3 請求項系列数

権利性

e4
[1]

[1.931]

[0.157]

独立項の長さ

e5 総被引用数

e6 IPC数

技術性 総評価

e30
[0.853]

[1.257]

[1]

海外ファミリー国家数

e31 実施権者数

e32 権利者変動数

活用性

韓国、中国特許評価モデル: 
構造方程式統計技法

⁎上記モデルは、任意に構成した仮想モデルです。

BB

BB

BB

BB

BB

BBO

AAA AA A BBB BB B CCC CC C

4 7 12 17 20 17 12 7 4

4 11 23 40 60 77 89 96 100

総合等級

技術分野における
自らの特許の位置を表示

WIPO 4大
技術分類

電気/電子/IT 

	装置
	機械 
化学

BB
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5. 日本の知財金融事業の概要

　日本特許庁（以下、「 JPO」という）が行っている知

財金融促進支援事業の中の知財金融とは、特許権等

の知的財産権そのものの価値を評価することではな

く、金融機関が、中小企業の知財に着目して事業や

経営の支援を行うもの。企業の価値は「見える強み

（有形資産）」から、「見えない強み（無形資産）」へと

変化しており、知財金融ではこの「見えない強み」の

代表格である「知的財産」に目を向けて分析を行うも

のとなっている。経営資源を、知財に着目して理解し

た上で、知財活用の視点から提案・支援を行うことを

いう。金融機関が専門家と協力して、数値化が難し

い知的財産を見える化することによって企業価値の評

価ツールとして活用し、将来構想を実現するための経

営支援策の提案を行う施策である（図18）24）。

　JPOは、知財金融の普及促進を目的として、中小

企業の強み（技術力やブランド力等の知的財産）と

事業との関係性を専門家が評価した「知財ビジネス

ンチャー企業・中小企業経営者はそのファンドから

投資・融資を受けるのだが、その投資・融資の可否

及び金額が、Smart5を活用した評価報告書によっ

て決定される仕組みである（図17）23）。よって、ベ

ンチャー企業・中小企業経営者にとって、特許権を

取得して、Smart5にて高い評価を受けることは、

多くの投資・融資を獲得するための一手段として認

知されていると考えられる。実際に、図2で示した

ように、韓国の特許出願件数の推移も増加傾向であ

る。さらに、図6から韓国のベンチャー企業・中小

企業の出願人件数が急増している現状を鑑みると、

Smart5を活用した評価報告書が韓国のベンチャー

企業・中小企業の特許出願の質を向上させている要

因の一つであることがうかがえる。そして、ベン

チャー・中小企業経営者は、特許権取得の入口が、

発明の保護等ではなく投資・融資獲得だったとして

も、特許権を取得していくうちに特許権の必要性を

認識し、知財戦略を構築して再び特許出願を行う知

財金融サイクルが構築されているものと考えられる。

23）「2023年度 特許庁 知的財産支援施策」p.71〜80をベースに筆者らが作成
　  https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf

24）「取引先支援の現場から始める 知財金融スタートガイド」p.2　https://www.jpo.go.jp/support/chusho/document/kinyu-katsuyo/shokai.pdf

図 17　韓国のベンチャー企業・中小企業の知財金融のイメージ
「2023 年度 特許庁 知的財産支援施策」p.71～80 をベースに筆者らが自作

参考：https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/kr/ip/gov/movement/202212.pdf
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けてそれら強みを活用する経営戦略ストーリーを盛

り込んだ「知財ビジネス報告書」を提供している26）。

6. 考察・まとめ

　韓国特許庁は、2017年から破産した企業による

特許権の死滅による経済的損失を回避するために知

評価書」と、評価書の内容を基に強みを活かした今

後の取組を提案した「知財ビジネス提案書」を令和5

年度まで提供してきた（図19）25）。令和6年度は、

中小企業が自らの知財等の強みや戦略を金融機関等

へ適切に開示することで、中小企業・金融機関間の

対話をより一層進めることを目指し、同企業の強

み・知財分析に加え、中小企業の目指す将来像に向

25）前掲注24 p.7

26）令和6年度事業情報（公募情報）　https://chizai-kinyu.go.jp/offer-3/

図 18　JPO の知財金融  経営支援の提案を行う施策
出典：「取引先支援の現場から始める　知財金融スタートガイド」（特許庁）2 ページ

（https://www.jpo.go.jp/support/chusho/document/kinyu-katsuyo/shokai.pdf）

図 19　JPO の知財金融  ビジネス評価書
出典：「取引先支援の現場から始める　知財金融スタートガイド」（特許庁））7 ページ

（https://www.jpo.go.jp/support/chusho/document/kinyu-katsuyo/shokai.pdf）
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専門家
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検検討討支支援援

知知財財活活用用のの
提提案案・・対対話話

作作成成ししたた知知財財ビビジジネネスス評評価価書書例例（（抜抜粋粋））

作作成成ししたた知知財財ビビジジネネスス提提案案書書例例（（抜抜粋粋））

競競合合他他社社がが保保有有すするる知知的的財財産産権権のの取取得得状状況況をを分分析析しし、、取取引引先先企企業業のの知知財財活活用用状状況況をを評評価価

ブブラランンドド力力をを高高めめるる取取りり組組みみ方方法法をを示示ししななががらら、、知知財財をを活活用用ししたた今今後後ののビビジジネネスス戦戦略略をを提提案案
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財金融の評価と流通を始めて以降、その価値評価を

通じて投資・融資も行われるなど、広がりを見せて

いる。

　そして、日本と韓国の知財金融の大きな違いから

学べる点としては、今まで紹介してきた韓国の知財

金融施策に用いられているSmart5が、定性的情報

である特許権を定量的情報に数値化して相対評価し

ているのに対し、JPOが実施する知財金融促進事業

は、定性的情報である知的財産（特許権等の知的財

産権にとどまらず、技術やノウハウ等を含む）を深

化して事業性評価している点で異なっており（図

20）、互いを組み合わせることができれば、更なる

効果が期待できるのではないだろうか。

　また、韓国は日本の制度なども参考に法律や制度

などを整備してきたが、ここ数年は、これらをブラッ

シュアップして独自の施策も様々取り組んでいるよ

うである。日本でも、特許権などの価値評価は長年

調査研究されているテーマであるが、知財金融につ

いては韓国に学ぶ点も出てきている可能性もあるの

かもしれない。

図 20　日本と韓国の知財金融の違い（イメージ）
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